




The History of Social Welfare in Niigata Prefecture (I) 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































学　科 毎週授業時間 科　　　目 備　　　　　考
修身 1 国民道徳 開設期間中に於る延時間数134時間
教育 2 教育学拉近世教育史 26
社会 1 社会事業概論 13
心理 2 児童心理 26
理科 1 動物植物鉱物 13
園芸 1 花卉果樹及園芸理論実際 13
看護法 1 栄養法応急手当 13
談話 1 幼児二対スル談話ノ研究 13
図画及び手工 2 自在画、黒板画及各種ノ細工 26
体操 2 体操遊戯競技ノ理論及実際 26
生理衛生 2 生理学育児衛生 26
音楽 2 楽曲基本練習唱歌楽器教授法 36
実習 12 幼稚園託児所二於ル実地練習 156
計 30 390　教授日数78日間
　　　但シ科目及教授時間数ハ時宜二依リ変更スルコトアルヘシ
第七条　本所二左ノ随意科目ヲ置キ希望二依リ特二之ヲ学習セシム
　　　　国語　生花　割烹　作法
第八条　本所ノ授業ハ毎日午前九時二始リ午後四時二終ル
第九条　本所所定ノ課程ヲ履修シタルモノニハ左ノ修了証書ヲ授与ス
　第　号
　　　修了証書
　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
右ハ本会保娚養成所二於テ所定ノ学科ヲ終了セリイ乃テ藪二之ヲ証ス
　　　　年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　　協会長
第十条　本所二入学スヘキ者ハ左ノ資格ヲ有スル女子トス
　　　ー　高等女学校卒業者蛇二之レト同等ノ学力アリト認メタル者
　　　二　現二託児所、幼稚園二従事セル保婦
第十一条　本所二入学セソトスル者ハ別記様式二依ル願書二身体検査書、履歴書ヲ添付本会長二
　　　差出スヘシ
新潟県慈善協会及び新潟県社会事業協会について 85
第十二条
第十三条
第十四条
第十五条
学業不進ニシテ成業ノ見込ナキ者又ハ性行不良ナルモノハ退学ヲ命スルコトアルヘシ
本所二入学ヲ許可セラレタルモノハ入学料トシテ金五円ヲ納付スヘシ
本所ノ授業料ハ之ヲ無料トス
本則施行二必要ナル細則ハ会長別二之ヲ定ム
　付則
本則ハ公布ノ日ヨリ之ヲ施行ス
（入学願書様式　略）
5　お　わ　り　に
　大正7年7月に結成された新潟県慈善協会は、後大正11年4月新潟県社会事業協会となり昭和
5年6月に財団法人となって設置の目的に沿って各般の社会事業を行った。事業は当然ながら職
業紹介所や養老院の経営のように先導的なものが多く一定の目的を達すると他へ移管している。
これは協会が半官半民、というより多官小民の組織であったからであり、当時の福祉行政の姿勢
によるものである。
　ここでは、その主なものを紹介することにより本県の民間社会事業の（支援）体制をみた。こ
の協会も戦時厚生時代になると国策に沿ったものに変わって行き協会の活動そのものも戦時色と
共に弱体化したようである。このことについては稿を改めたい。
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